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(57)【要約】
　収容金枠（６０）は、正極板（９）及び負極板（１０
）がセパレータ（１１）を介して積層された電極群（４
）と、電極群を収容する電槽（２）と、を有し、正極板
及び負極板は、平面視において外形を形成する枠体（２
１）から外側に向いて突出する凸部（２４）を有する格
子体（２０）に電極材が充填されることによって形成さ
れている鉛蓄電池（１）を収容する鉛蓄電池用の収容金
枠である。収容金枠は、水平方向に開口する開口部（６
１ａ）を有すると共に鉛蓄電池（１）が収容される、導
電性の筐体（６１）と、筐体に収容される鉛蓄電池の電
槽を形成する各面のうち、凸部に対向する第一の面（２
ｃ）と筐体との間に配置されると共に、絶縁材料から形
成されている第一保護部（７１）と、を備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極板及び負極板がセパレータを介して積層された電極群と、前記電極群を収容する電
槽と、を有し、前記正極板及び前記負極板は、平面視において外形を形成する枠体から外
側に向いて突出する凸部を有する格子体に電極材が充填されることによって形成されてい
る鉛蓄電池を収容する鉛蓄電池用の収容金枠であって、
　水平方向に開口する開口部を有すると共に前記鉛蓄電池が収容される、導電性の筐体と
、
　前記筐体に収容される前記鉛蓄電池の前記電槽を形成する各面のうち、前記凸部に対向
する第一の面と前記筐体との間に配置されると共に、絶縁材料から形成されている第一保
護部と、を備える、鉛蓄電池用の収容金枠。
【請求項２】
　前記電槽における前記第一の面の内面には、前記凸部を支持する支持部が形成されてい
る、請求項１記載の鉛蓄電池用の収容金枠。
【請求項３】
　前記第一保護部は、平板状の第一本体部と、前記第一本体部の縁部から立設する第一立
設部と、を有している、請求項１又は２記載の鉛蓄電池用の収容金枠。
【請求項４】
　平板状の第二本体部と前記第二本体部の縁部から立設する第二立設部とを有している第
二保護部を更に備え、
　前記第二保護部は、前記筐体を形成する各面のうち、前記鉛蓄電池を収容したときに前
記鉛蓄電池を下方から支持する底面と、前記筐体に収容される前記鉛蓄電池との間に配置
されている、請求項１～３の何れか一項記載の鉛蓄電池用の収容金枠。
【請求項５】
　前記第一保護部と前記第二保護部とは一体的に形成されている、請求項４記載の鉛蓄電
池用の収容金枠。
【請求項６】
　前記第二本体部には、吸液紙が配置されている、請求項４又は５記載の鉛蓄電池用の収
容金枠。
【請求項７】
　公称電圧が２Ｖ以上の前記鉛蓄電池を収容する、請求項１～６の何れか一項記載の鉛蓄
電池用の収容金枠。
【請求項８】
　請求項１～７の何れか一項記載の鉛蓄電池用の収容金枠と、
　前記筐体の開口方向と鉛直方向とに直交する方向に沿って配列された状態で収容される
複数の前記鉛蓄電池と、を備える、組電池。
【請求項９】
　前記電槽を形成する各面の外面には、リブが形成されている、請求項８記載の組電池。
【請求項１０】
　前記鉛蓄電池は、前記電槽を形成する各面のうち端子が設けられる第二の面が前記開口
部から露出するように配置されている、請求項８又は９記載の組電池。
【請求項１１】
　正極板及び負極板がセパレータを介して積層された電極群と、前記電極群を収容する電
槽と、を有し、前記正極板及び前記負極板は、平面視において外形を形成する枠体から外
側に向いて突出する凸部を有する格子体に電極材が充填されることによって形成されてい
る鉛蓄電池を、導電性を有する材料から形成される収容金枠に収容する際の地絡防止方法
であって、
　筐体に収容される前記鉛蓄電池の前記電槽を形成する各面のうち、前記凸部に対向する
第一の面と前記筐体との間に、絶縁材料から形成されている保護部材を配置する、地絡防
止方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の一側面は、鉛蓄電池用の収容金枠、組電池及び地絡防止方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　所望の出力電圧を得るために、複数の鉛蓄電池を組み合わせた組電池が用いられること
がある。特許文献１には、上下方向に積み重ねられた複数の電池ユニットを備える組電池
が開示されている。電池ユニットのそれぞれは、鉛蓄電池用の収容金枠と、当該鉛蓄電池
用の収容金枠に一方向に配列された状態で収容される複数の鉛蓄電池と、を備える。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－９３３９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　サイクル用途の鉛蓄電装置では、繰り返し充放電を行う間に、電極材が充填される格子
体が伸びる。また、スタンバイ（トリクル用途）の鉛蓄電池についても、時間の経過に伴
って、電極材が充填される格子体が伸びる。本願発明者らは、このようにして伸びた格子
体の一部のうち、特に、平面視において格子体の外形を形成する枠体から外側に向いて突
出する凸部が電槽を突き破り、鉛蓄電池が配列される鉛蓄電池用の収容金枠に接触するこ
とによって、地絡（漏電）するおそれがあることを見出した。
【０００５】
　そこで、本発明の一側面の目的は、格子体の一部である凸部が電槽を突き破るようなこ
とがあっても、地絡することを防止できる、鉛蓄電池用の収容金枠、組電池及び地絡防止
方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠は、正極板及び負極板がセパレータを介し
て積層された電極群と、電極群を収容する電槽と、を有し、正極板及び負極板は、平面視
において外形を形成する枠体から外側に向いて突出する凸部を有する格子体に電極材が充
填されることによって形成されている鉛蓄電池を収容する鉛蓄電池用の収容金枠であって
、水平方向に開口する開口部を有すると共に鉛蓄電池が収容される、導電性の筐体と、筐
体に収容される鉛蓄電池の電槽を形成する各面のうち、凸部に対向する第一の面と筐体と
の間に配置されると共に、絶縁材料から形成されている第一保護部と、を備える。
【０００７】
　この構成の鉛蓄電池用の収容金枠では、筐体に鉛蓄電池を収容したときに、第一の面と
筐体との間に絶縁材料からなる第一保護部が配置される。すなわち、この構成の収容金枠
では、電槽の内側から見ると、第一の面の先に第一保護部が配置されている。これにより
、繰り返し充放電を行う間に格子体が伸び、格子体の一部である凸部が電槽を突き破った
としても、突き破った先には第一保護部が配置されていることとなる。この結果、格子体
の一部である凸部が電槽を突き破るようなことがあっても、凸部が筐体に直接接触するこ
とがなくなるので、地絡することを防止できる。
【０００８】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠では、電槽における第一の面の内面には、
凸部を支持する支持部が形成されていてもよい。これにより、凸部と共に電槽を突き破る
場合であっても、地絡することを防止できる。
【０００９】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠では、第一保護部は、平板状の第一本体部
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と、第一本体部の縁部から立設する第一立設部と、を有していてもよい。これにより、第
一の保護部を電槽の第一の面に嵌合させることができるので、第一の面に第一保護部を確
実に配置することができる。
【００１０】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠は、平板状の第二本体部と第二本体部の縁
部から立設する第二立設部とを有している第二保護部を更に備え、第二保護部は、筐体を
形成する各面のうち、鉛蓄電池を収容したときに鉛蓄電池を下方から支持する底面と、筐
体に収容される鉛蓄電池との間に配置されていてもよい。これにより、凸部が電槽の第一
の面を突き破ったときに漏れ出す電解液を受け止めることが可能になる。この結果、電解
液を介した地絡を防止することができる。
【００１１】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠では、第一保護部と第二保護部とは一体的
に形成されていてもよい。これにより、鉛蓄電池に対して第一保護部と第二保護部とを容
易に固定することが可能となる。
【００１２】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠では、第二本体部には、吸液紙が配置され
ていてもよい。これにより、第二保護部から電解液が漏れ出すことをより確実に防止する
ことができる。
【００１３】
　本発明の一側面に係る鉛蓄電池用の収容金枠では、公称電圧が２Ｖ以上の鉛蓄電池を収
容してもよい。これにより、収容金枠は、高電圧の鉛蓄電池を収容する場合であっても、
地絡することを防止できる。
【００１４】
　本発明の一側面に係る組電池は、上記の鉛蓄電池用の収容金枠と、筐体の開口方向と鉛
直方向とに直交する方向に沿って配列された状態で収容される複数の鉛蓄電池と、を備え
てもよい。この組電池では、格子体の一部である凸部が電槽を突き破るようなことがあっ
ても、地絡することを防止できる。
【００１５】
　本発明の一側面に係る組電池では、電槽を形成する各面の外面には、リブが形成されて
いてもよい。これにより、保護部材を鉛蓄電池に取り付けたときに、第二保護部の第一本
体部と電槽との間に空間が形成されるので、この空間に電解液を保持することが可能にな
る。
【００１６】
　本発明の一側面に係る組電池では、鉛蓄電池は、電槽を形成する各面のうち端子が設け
られる第二の面が開口部から露出するように配置されていてもよい。この場合、鉛蓄電池
を横にした状態で筐体に収容することができる。
【００１７】
　本発明の一側面に係る地絡防止方法は、正極板及び負極板がセパレータを介して積層さ
れた電極群と、電極群を収容する電槽と、を有し、正極板及び負極板は、平面視において
外形を形成する枠体から外側に向いて突出する凸部を有する格子体に電極材が充填される
ことによって形成されている鉛蓄電池を、導電性を有する材料から形成される収容金枠に
収容する際の地絡防止方法であって、筐体に収容される鉛蓄電池の電槽を形成する各面の
うち、凸部に対向する第一の面と筐体との間に、絶縁材料から形成されている保護部材を
配置する。
【００１８】
　この地絡防止方法は、筐体に鉛蓄電池を収容したときに、第一の面と筐体との間に絶縁
材料からなる保護部材が配置される。すなわち、この構成の収容金枠では、電槽の内側か
ら見ると、第一の面の先に保護部材が配置されている。これにより、繰り返し充放電を行
う間に格子体が伸び、格子体の一部である凸部が電槽を突き破ったとしても、突き破った
先には保護部材が配置されていることとなる。この結果、格子体の一部である凸部が電槽
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を突き破るようなことがあっても、凸部が筐体に直接接触することがなくなるので、地絡
することを防止できる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の一側面によれば、格子体の一部である凸部が電槽を突き破るようなことがあっ
ても、地絡することを防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、一実施形態に係る鉛蓄電池を示す分解斜視図である。
【図２】図２は、一実施形態に係る格子体の平面図である。
【図３】図３は、電槽内部の格子体に形成された凸部を拡大して示した図である。
【図４】図４は、一実施形態に係る格子体基材の平面図である。
【図５】図５は、鉛蓄電池が収容された筐体から一の鉛蓄電池を取り外した状態を示した
斜視図である。
【図６】図６は、鉛蓄電池が収容された筐体が積み重ねられた組電池を示した斜視図であ
る。
【図７】図７（ａ）は、保護部材を示した斜視図であり、図７（ｂ）は、保護部材が取り
付けられた鉛蓄電池を示した斜視図である。
【図８】図８（ａ）は、変形例に係る保護部材を示した斜視図であり、図８（ｂ）は、変
形例に係る保護部材が取り付けられた鉛蓄電池を示した斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の一側面に係る実施形態について、図面を参照して詳細に説明する。図面
において、同一又は同等の要素には同じ符号を付し、重複する説明を省略する。
【００２２】
＜鉛蓄電池＞
　図１は、一実施形態に係る鉛蓄電池を示す分解斜視図である。図１に示されるように、
鉛蓄電池１は、上面が開口している電槽２と、電槽２の開口を塞ぐ蓋３と、電極群４と、
を備える。なお、鉛蓄電池１の説明において、蓋３が位置する方向を便宜上、「上」とし
ている。
【００２３】
　電槽２は、例えば、ポリプロピレン（ＰＰ）、ＡＢＳ又はポリフェニレンエーテル（Ｐ
ＰＥ）で形成されている。電槽２を形成する各面のうち端子が設けられる蓋（第二の面）
３には、正極端子５と、負極端子６と、過剰なガスを電槽２外に排出するための制御弁７
と、が設けられている。電槽２を形成する各面の外面２ａには、リブ２ｂ（図３参照）が
形成されている。リブ２ｂの高さ（外面２ａからの突出高）の例は、２ｍｍ～５ｍｍであ
る。電槽２の内部には、電極群４と、希硫酸等の電解液と、が収容されている。
【００２４】
　電極群４は、正極板９と、負極板１０と、正極板９と負極板１０との間に配置されたセ
パレータ１１と、を備える。具体的には、電極群４は、正極板９と負極板１０とがセパレ
ータ１１を介して交互に積層された構造を有している。正極板９及び負極板１０は、それ
らの主面が電槽２の開口面と垂直になるように配置されている。電極群４において、複数
の正極板９における各正極格子体１２が有する耳部２３同士は、正極ストラップ１６で一
体的に溶接されている。同様に、複数の負極板１０における各負極格子体１４が有する耳
部２３同士は、負極ストラップ１７で一体的に溶接されている。正極ストラップ１６は、
正極柱１８を介して正極端子５に接続されている。負極ストラップ１７は、負極柱１９を
介して負極端子６に接続されている。
【００２５】
　正極板９は、正極格子体１２と、正極格子体１２に充填された正極材１３と、を備える
。正極格子体１２は、鉛蓄電池１の正極板９に用いられる格子体である。正極格子体１２
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は、例えば鉛を主成分として含む鉛合金から構成されている。鉛合金は、鉛以外の成分と
して、アンチモン、錫、カルシウム及びアルミニウムのうちの一種以上の元素を含んでも
よい。鉛合金は、例えばビスマス及び銀の少なくとも何れかをさらに含有してもよい。正
極材１３は、正極活物質及び添加剤等を含む。正極活物質としては、二酸化鉛等が挙げら
れる。添加剤としては、炭素材料及び補強用短繊維等が挙げられる。
【００２６】
　負極板１０は、負極格子体１４と、負極格子体１４に充填された負極材１５と、を有し
ている。負極格子体１４は、鉛蓄電池１の負極板１０に用いられる格子体である。負極格
子体１４は、例えば鉛を主成分として含む鉛合金から構成されている。鉛合金は、鉛以外
の成分として、アンチモン、錫、カルシウム及びアルミニウムのうちの一種以上の元素を
含んでもよい。鉛合金は、例えばビスマス及び銀の少なくとも何れかをさらに含有しても
よい。負極材１５は、負極活物質、及び添加剤等を含む。負極活物質としては、海綿状鉛
（Spongylead）等が挙げられる。添加剤としては、硫酸バリウム、炭素材料及び補強用短
繊維等が挙げられる。
【００２７】
　セパレータ１１は、例えば、希硫酸等の電解液を保持する電解液保持体（リテーナ）で
ある。セパレータ１１は、正極板９と負極板１０との間の電気的な接触を阻止しつつ、電
解液を保持して硫酸イオン及び水素イオン（プロトン）を透過させる。本実施形態では、
セパレータ１１は、板状であるが、例えば正極板９を包むことが可能な袋状であってもよ
い。上記鉛蓄電池１の公称電圧は、２Ｖ以上である。
【００２８】
＜格子体＞
　次に、正極格子体１２及び負極格子体１４の構成について説明する。図２は、格子体の
平面図である。図２に示されるように、格子体２０は、枠体２１と、格子部２２と、耳部
２３と、凸部２４と、を備える。
【００２９】
　なお、以下の説明では、正極格子体１２と負極格子体１４とは同様の構成を有している
ので、ここでは、それらを区別することなく格子体２０として説明する。Ｘ軸方向は、幅
方向である。Ｚ軸方向は、上下方向である。Ｙ軸方向は、厚さ方向である。
【００３０】
　枠体２１は、電極材（正極材１３及び負極材１５）を保持するための内部空間２０ａを
規定する。枠体２１は、矩形状の枠である。格子部２２は、内部空間２０ａに設けられ、
電極材を保持する。格子部２２は、複数の格子骨２９と、複数の格子骨３０と、を備える
。複数の格子骨２９のそれぞれは、Ｘ軸方向に沿って延びる長尺の柱状部材である。複数
の格子骨３０のそれぞれは、Ｚ軸方向に沿って延びる長尺の柱状部材である。複数の格子
骨２９と複数の格子骨３０とは、互いに交差しており、格子を成すように配置されている
。複数の格子骨２９の詳細については、後述する。耳部２３は、枠体２１の上部に設けら
れた矩形板状の集電用部材である。
【００３１】
　凸部２４は、枠体２１の下部に設けられた板状の部材である。凸部２４は、平面視にお
いて外形を形成する枠体２１から外側に向いて突出している。図３は、電槽内部の格子体
に形成された凸部を拡大して示した図である。凸部２４は、図３に示されるように、移動
規制部２４ａ，２４ａと、移動規制部２４ａ，２４ａの間に配置される被支持部２４ｂと
、を有している。移動規制部２４ａ，２４ａは、被支持部２４ｂよりも下方に突出してい
る。このような凸部２４を含む格子体２０は、枠体２１、格子部２２、耳部２３、及び凸
部２４を形成する部分を備える鋳型に溶融金属を流し込むことによって製造される。
【００３２】
　電槽２を形成する各面のうち、凸部２４に対向する第一の面２ｃの内面には、支持部２
ｄが形成されている。支持部２ｄは、凸部２４の被支持部２４ｂを支持する。第一の面２
ｃは、蓋３に対向する面でもある。なお、凸部２４は、被支持部２４ｂのみから形成され
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、移動規制部２４ａ，２４ａが形成されていなくてもよい。
【００３３】
　図４は、一実施形態に係る格子体基材の平面図である。図４に示される格子体基材４０
は、格子体２０のもととなる部材であり、第一部分４１と第二部分４２とを備える。第一
部分４１及び第二部分４２のそれぞれは、枠体２１と、格子部２２と、耳部２３を形成す
るための突出部４３と、第一部分４１と第二部分４２とを連結する凸部２４と、を備える
。つまり、格子体基材４０は、二つの電極板を製造するために用いられる。第一部分４１
と第二部分４２とに分離するときは、凸部２４を切断する。第一部分４１の突出部４３と
第二部分４２の突出部４３とは、互いに反対方向に突出する。第一部分４１の凸部２４と
第二部分４２の凸部２４とは、互いに連結されており、連結部４４を成している。このよ
うに製造される格子体２０の凸部２４は、底部が平坦に形成されている。すなわち、凸部
２４は、被支持部２４ｂのみから形成され、移動規制部２４ａ，２４ａが形成されていな
い。なお、格子体基材から格子体２０が形成される場合にも、適宜な加工によって移動規
制部２４ａ，２４ａを形成してもよい。
【００３４】
＜収容金枠＞
　次に、上述した鉛蓄電池１用の収容金枠６０について説明する。図５は、鉛蓄電池が収
容された筐体から一個の鉛蓄電池を取り外した状態を示した斜視図である。図７（ａ）は
、保護部材を示した斜視図であり、図７（ｂ）は、保護部材が取り付けられた鉛蓄電池を
示した斜視図である。図５に示されるように、収容金枠６０は、筐体６１と、保護部材７
０（図７（ａ）参照）と、を備えている。筐体６１は、開口部６１ａを有し、開口部６１
ａが水平方向を向いた状態で鉛蓄電池１が収容される。筐体６１は、ＳＰＨＣ（熱間圧延
鋼板）及びＳＳ４００等の導電性の材料から形成されており、フレーム６２と、一対の側
面６５，６５と、上面６６と、底面６７と、背面６８と、を有している。
【００３５】
　保護部材７０は、難燃オリブチレンテレフタレート等の絶縁材料から形成されている。
保護部材７０は、図７（ａ）に示されるように、第一保護部７１と第二保護部７３と有し
ている。図５に示されるように、第一保護部７１は、鉛蓄電池１の電槽２を形成する各面
のうち、凸部２４に対向する第一の面２ｃ（図３参照）と筐体６１との間に配置される。
本実施形態では、鉛蓄電池１が筐体６１に収容されたとき、第一保護部７１は、鉛蓄電池
１を形成する電槽２の第一の面２ｃ（図３参照）と筐体６１の背面６８との間に配置され
る。図７（ａ）に示されるように、第一保護部７１は、平板状の第一本体部７１ａと、第
一本体部７１ａの縁部から立設する第一立設部７１ｂ，７１ｃ，７１ｄと、を有している
。なお、後述する第二本体部７３ａは、第一立設部としての役割も兼ねている。第一本体
部７１ａの厚みは、例えば、０．１ｍｍ～１．０ｍｍである。第一立設部７１ｂ，７１ｃ
，７１ｄの高さＨ１（第一本体部７１ａからの突出高さ）は、例えば１０ｍｍ～２００ｍ
ｍである。
【００３６】
　第二保護部７３は、筐体６１に収容される鉛蓄電池１の電槽２を形成する一つの面と筐
体６１の底面６７との間に配置される。上記底面６７は、筐体６１を形成する各面のうち
、鉛蓄電池１を収容したときに鉛蓄電池１を下方から支持する面である。第二保護部７３
は、平板状の第二本体部７３ａと第二本体部７３ａの縁部から立設する第二立設部７３ｂ
，７３ｃ，７３ｄとを有している。上述した第一本体部７１ａは、第二立設部としての役
割も兼ねている。第二本体部７３ａの厚みは、例えば、０．１ｍｍ～１．０ｍｍである。
第二立設部７３ｂ，７３ｃ，７３ｄの高さＨ２（第二本体部７３ａからの突出高）は、例
えば１０ｍｍ～４０ｍｍである。
【００３７】
　第二保護部７３の第二本体部７３ａには、吸液紙７７が配置されている。更に詳細には
、吸液紙７７は、四方を第二立設部７３ｂ，７３ｃ，７３ｄ及び第一本体部７１ａによっ
て囲まれた空間に配置されている。第一保護部７１と第二保護部７３とは一体的に形成さ
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れている。これにより、図７（ｂ）に示されるように、鉛蓄電池１の電槽２を形成する二
つの面に接触するように嵌め込みが可能となっている。
【００３８】
＜組電池＞
　図６は、鉛蓄電池が収容された筐体が積み重ねられた組電池を示した斜視図である。な
お、図６に示されるように、組電池８０は、横方向に六個（複数）配列された状態の筐体
６１が鉛直方向に四段積み重ねられている。すなわち、筐体６１には、筐体６１の開口部
６１ａの方向と鉛直方向とに直交する方向に沿って配列された状態で六個の鉛蓄電池１が
収容される。鉛蓄電池１は、保護部材７０（図７（ａ）参照）が取り付けられた状態で筐
体６１に収容されている。更に詳細には、鉛蓄電池１は、電槽２を形成する各面のうち正
極端子５、負極端子６及び制御弁７が形成された蓋３が開口部６１ａから露出するように
配置されている。組電池８０は、このような状態で収容された各鉛蓄電池１が電気的に接
続されている。なお、図６では、各鉛蓄電池１を接続する接続部の図示は省略している。
【００３９】
　鉛直方向に積み重ねられた筐体６１同士は、ボルト及びナット（図示せず）によって固
定される。四段に積み重ねられた筐体６１は、台座部６９に載置されている。台座部６９
は、例えば、ＳＳ４００等の鋼材からなるＨ鋼であり、組電池８０を設置する床面に設け
られる。床面と台座部６９との間には、絶縁シート等が配置されてもよい。組電池８０は
、このような収容金枠６０に収容された複数の鉛蓄電池を電気的に接続することによって
構成されている。組電池８０は、太陽光、風力発電システム、ロードレベリング（負荷平
準化）システム等のサイクル用途、ＵＰＳ、通信設備等のトリクル用途として使用される
。
【００４０】
　次に上記実施形態の収容金枠６０及び組電池８０の作用効果について説明する。上記実
施形態の収容金枠６０及び地絡防止方法では、筐体６１に鉛蓄電池１を収容すると、第一
の面２ｃと筐体６１との間に絶縁材料からなる第一保護部７１が配置される。すなわち、
上記実施形態の収容金枠６０では、電槽２の内側から見ると、第一の面２ｃの先に第一保
護部７１が配置されている。これにより、繰り返し充放電を行う間に、電極材が充填され
る格子体２０が伸び、格子体２０の一部である凸部２４が電槽２を突き破ったとしても、
突き破った先には第一保護部７１が配置されていることとなる。この結果、格子体２０の
一部である凸部２４が電槽２を突き破るようなことがあっても、凸部２４が筐体６１に直
接接触することがなくなるので、地絡することを防止できる。
【００４１】
　上記実施形態の収容金枠６０では、凸部２４が支持部２ｄと一体となって突き破る場合
であっても、地絡することを防止できる。
【００４２】
　上記実施形態では、第一保護部７１を電槽２の第一の面２ｃに嵌合させるように取り付
けることができるので、第一の面２ｃに第一保護部７１を確実に配置することができる。
【００４３】
　上記実施形態では、平板状の第二本体部７３ａと第二本体部の縁部から立設する第二立
設部７３ｂ，７３ｃ，７３ｄとを有する第二保護部７３が、筐体６１の底面６７と筐体６
１に収容される鉛蓄電池１との間に配置されている。これにより、凸部２４が電槽２の第
一の面２ｃを突き破ったときに、電解液が漏れ出したとしても、当該電解液を受け止める
ことが可能になる。この結果、電解液を介した地絡を防止することができる。
【００４４】
　上記実施形態では、第一保護部７１と第二保護部７３とは一体的に形成されているので
、鉛蓄電池１に対して第一保護部７１と第二保護部７３とを容易に固定することが可能と
なる。
【００４５】
　上記実施形態では、第二本体部７３ａに吸液紙７７が配置されているので、第二保護部



(9) JP WO2019/216079 A1 2019.11.14

10

20

30

40

50

７３から電解液が溢れ出すことをより確実に防止することができる。
【００４６】
　上記実施形態の収容金枠６０は、公称電圧が２Ｖ以上の鉛蓄電池１を収容するための金
枠であるので、高電圧の鉛蓄電池１を収容する場合であっても、より安全に鉛蓄電池１を
収容することが可能になる。
【００４７】
　上記実施形態では、電槽２を形成する各面の外面２ａには、リブ２ｂが形成されている
。このため、第二保護部７３の第二本体部７３ａと電槽２との間に空間が形成されるので
、その空間に電解液を保持することが可能になる。
【００４８】
　上記実施形態では、鉛蓄電池１は、正極端子５、負極端子６及び制御弁７が形成された
蓋３が開口部６１ａから露出するように配置される場合、すなわち、鉛蓄電池１を横にし
た状態で筐体６１に収容する場合であっても、地絡することを防止できる。
【００４９】
　以上、一実施形態について説明したが、本発明の一側面は、上記実施形態に限られるも
のではなく、発明の一側面の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変形が可能である。
【００５０】
　上記実施形態の収容金枠６０では、図７（ａ）に示されるように、第一保護部７１と第
二保護部７３とが一体化された保護部材７０を例に挙げて説明したが、これに限定されな
い。例えば、図８（ａ）に示されるように、保護部材１７０は、鉛蓄電池１の電槽２を形
成する各面のうち、凸部２４に対向する第一の面２ｃと筐体６１との間に配置される第一
保護部１７１のみから構成されてもよい。すなわち、保護部材１７０は、鉛蓄電池１を形
成する電槽２の第一の面２ｃと筐体６１の背面６８との間に配置されてもよい。図８（ｂ
）に示されるように、変形例に係る保護部材１７０では、凸部２４に対向する第一の面２
ｃに篏合させることが可能となる。変形例に係る保護部材１７０を備える収容金枠６０で
あっても、格子体２０の一部である凸部２４が電槽２を突き破るようなことがあっても、
地絡することを防止できる。
【００５１】
　上記変形例の第一保護部１７１では、第一本体部１７１ａの縁部に第一立設部１７１ｂ
，１７１ｃ，１７１ｄ，１７１ｅを有する例を挙げて説明したが、板状の第一本体部７１
ａのみから構成されてもよい。この場合であっても、格子体２０の一部である凸部２４が
電槽２を突き破るようなことがあっても、地絡することを防止できる。
【００５２】
　上記実施形態及び変形例では、六個の鉛蓄電池１が配置された筐体６１が四段積み重ね
られた例を挙げて説明したが、本発明の一側面はこれに限定されない。例えば、二個以上
五個以下又は七個以上の鉛蓄電池１が筐体６１に配列されてもよい。また、鉛蓄電池１が
収容される筐体６１も一段であってもよいし、二段、三段、又は五段以上であってもよい
。これらの数は、用途に応じて適宜設定される。
【００５３】
　上記実施形態及び変形例では、第一保護部７１は、鉛蓄電池１を形成する電槽２の第一
の面２ｃと筐体６１の背面６８との間に配置される例を挙げて説明したが、これに加えて
、第一の面２ｃ及び蓋３に直交する、電槽２を形成する一の面と筐体６１の側面６５との
間に第三保護部を備えてもよい。第三保護部は、第一保護部７１と同じ絶縁材料から形成
される板状の部材である。
【００５４】
　上記実施形態及び変形例では、電槽２を形成する面のうち蓋３に対向する面が、凸部２
４と対向する面となる例を挙げて説明したが、蓋３に直交する面の一つが凸部２４と対向
する面となってもよい。この場合も、第一保護部７１は、凸部２４と対向する第一の面２
ｃと筐体６１を構成する一の面との間に配置される。
【００５５】
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　上記実施形態及び変形例のように、凸部２４に対向する第一の面２ｃは、電槽２を形成
する一の面に形成されるから、上述したように、蓋３と対向する面であったり、蓋３と直
交する面であったりする。また、鉛蓄電池１も筐体６１に対して様々な態様で収容される
から（上記実施形態では、蓋３が露出するように収容）、保護部材７０，１７０は、凸部
２４が形成される位置と筐体６１との関係によって適宜配置される。
【００５６】
　上記実施形態及び変形例では、正極端子５、負極端子６及び制御弁７が形成された蓋３
が開口部６１ａから露出するように鉛蓄電池１が配置される例、すなわち、鉛蓄電池１を
横にした状態で筐体６１に収容される例を挙げて説明したが、本発明の一側面はこれに限
定されない。例えば、鉛蓄電池１は、蓋３が上方を向いた状態で配置されてもよい。すな
わち、鉛蓄電池１は、縦にした状態で筐体６１に収容されてもよい。
【００５７】
　上記実施形態及び変形例では、鉛蓄電池１の電槽２を形成する各面の外面２ａには、リ
ブ２ｂが形成されている例を挙げて説明したが、電槽２を形成する各面の外面２ａの全て
又は一部は、リブ２ｂが形成されてなくてもよい。
【００５８】
　本発明の一側面は、上記実施形態及びその他の変形例として記載の内容を適宜組み合わ
せてもよい。
【符号の説明】
【００５９】
　１…鉛蓄電池、２…電槽、２ａ…外面、２ｂ…リブ、２ｃ…第一の面、２ｄ…支持部、
３…蓋、２０…格子体、２１…枠体、２４…凸部、２４ａ…移動規制部、２４ｂ…被支持
部、６０…収容金枠、６１…筐体、６１ａ…開口部、６２…フレーム、６７…底面、６８
…背面、６９…台座部、７０…保護部材、７１…第一保護部、７１ａ…第一本体部、７１
ｂ，７１ｃ，７１ｄ…第一立設部、７３…第二保護部、７３ａ…第二本体部、７３ｂ，７
３ｃ，７３ｄ…第二立設部、７７…吸液紙、８０…組電池、１７０…保護部材、１７１…
第一保護部、１７１ａ…第一本体部、１７１ｂ，１７１ｃ，１７１ｄ，１７１ｅ…第一立
設部。
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